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はじめに -本調査研究の趣旨- 
 

本研究は、多様な日本語能力レベルの学部留学生に対して、今後の本学各学部にお
ける留学生教育を視野に入れつつ、より実効性の高い日本語学習指導及び学習支援体
制を構築するための基礎調査を行うことを目的とする。 
 近年、大学の学部教育においては、受け入れた留学生の日本語力の問題や学習目的
の多様性から、一律に既定の教育システムで対応することの難しさが顕在化してきて
いる。とりわけ、日本への留学を果たした留学生の中には、一定の日本語力（N2 相当）
を保持しながらも、初級レベルから初中級レベルの日本語力に不安がある学生がいる
ことも確かである。こうした学生の中には日常生活や簡単なコミュニケーションでは
問題がない者も多くいるものの、調査・研究を視野に入れた学部教育や卒業後に向け
てのキャリア形成においては、さらに日本語力の向上が求められる。これは、教学的
にも学生指導においても、全学的な問題意識を持って対応する課題である。 

こうした課題に対処するためには、現在の課題を正確に把握するとともに、それに
沿ったカリキュラム作成やフォローアップ体制が必要である。特に、学部教育に適応
した語学力の育成、キャリア支援としての日本社会の理解教育、また日本特有の言語
慣習といった社会言語学的課題など、一般的に考えられる語学教育の枠組みを超えた
言語教育的観点にたった日本語教育支援が求められる。そうした、さまざまな課題を
考えるために、本研究では、本学において必要な日本語教育体制構築のための基礎調
査としていくつかの項目に絞って考察を行っている。その内容は、学部留学生教育に
求められるコースデザインの考え方、本学の留学生の状況と留学生に求められる日本
語力としての教育スタンダード、さらには、教育内容の充実のための方法論的課題な
どに及んだが、その研究と実践は、今後の大学における学部留学生教育にとって必要
不可欠であると考えられる。 

しかしながら、現状、様々な日本語レベルが存在する学部留学生の動向とその対応
についての研究は、管見の限り、少ないかあるいはほとんどない状況である。今後も、
学習目的、学習環境の多様化する留学生の日本語力と大学教育が果たすべき役割との
問題に対応するためにも、学部留学生に特化して、大学教育がなせることは何かを考
えることには意義があると考える。そのために、今回の研究では、基礎調査の一環と
して、「学部留学生の状況」「カリキュラムと指導体制」「留学生支援のあり方」などに
ついて他学の状況も調査した。多様な学習目的や学習レベルの留学生を受け入れ、４
年間の教育を経て社会に送り出す過程で、どのような日本語教育の支援を行う必要が
あるのか、また、そのために解決しておかなければならない課題は何かなど、留学生
が多数在籍し、なおかつ様々な問題に独自に対応している大学の事例を紹介し、本学
においては勿論、今後の学部留学生に対する学習指導基盤構築の資としたい。 
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1. 大学における留学生教育の課題 
 

  この章では、教育機関としての大学において行われる留学生教育、とりわけ、日本
語教育と学部教育、キャリア支援教育との関係について整理する。まず、日本語教育
「コースデザイン」について触れ、学部留学生に対する教育においては、学習者情報
の調査・分析を踏まえ、学部専門教育との関係を考えながら日本語教育のカリキュラ
ムおよびシラバスの構築が必要であることを述べる。ついで、大学の教学体制におい
て、卒業後のキャリアを見据えた留学生教育のあり方を日本語教育という枠組みで
考える。 

  

1-1. コースデザインにおける日本語教育と学部専門教育との連携の必要性 
 

 ここでは、組織として日本語教育の運営を考える上で必要な「コースデザイン」の
考え方を整理するとともに、「コースデザイン」の策定にあたっては、まず十分な学
習者情報の調査と分析が必要であることを述べる。 

日本語教育機関において留学生を受け入れ、日本語習得を目的とした教育活動を
行う上で必要とされる考え方に「コースデザイン」というものがある。「コースデザ
イン」とは、概念的には、大学等の教育機関における日本語教育に関する総体的取組
みという大きな枠組みのことであるが、具体的には、「言語教育において、特定のコ
ース（集団だけでなく個人がその単位になることもある）を対象としたひとまとまり
の教育計画」（『新版日本語教育事典』（2005）「コースデザイン」の項）を指す。 

「コースデザイン」の枠組みは大きく、日本語教育学会（編）『日本語教育機関に
おけるコースデザイン』では、「コースのデザインは授業時間を具体的に決めるだけ
では不十分で、教育に関係するすべての要素を含めデザインしていかなければなら
ない。」としている。ここでいう「教育に関係するすべての要素」というのは、「その
機関の教育の全体像」（古川 2018:9）というべきものであり、これまでの「教師主
体、教材ありき」の教育から、当該の教育機関全体の留学生教育の全体像を見据えた
コースのデザイン設計を求めるというものである。この考え方は、留学生と留学生に
対する日本語教育を、日本語教育部門などの組織の一部の問題とする捉え方ではな
く、教育機関としての大学全体の枠組みの中で捉えなければならないとするもので
あり、とりわけ、学部留学生に対する大学としての教育のあり方を考える上で重要で
ある。 

さて、日本語教育における「コースデザイン」を策定するにあたっては、教育の全
体像を一つの流れとして示すフローチャートを作ることが重要であるという。（日本
語教育学会 1991:3） 
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「コースデザイン」に関しては、それをどのような過程として捉えるかについて考
え方に違いがあることが知られている（須藤 2016）が、教育計画の立案において、
フローチャートもその考え方の違いを反映することになる。以下に示す図 1 は日本
語教育学会（1991）に示されたフローチャート、図 2 は国際交流基金（2006）、図 3
は佐々木（2007）に掲載されたものである。この三者に共通して見られるのは、「調
査・分析」、「計画」、「実行」、「評価」という枠組みによってコースを組み立てるとい
う点である。特に「調査・分析」は、「計画」以降のコースの流れを支えるというこ
とが見て取れる。 

そこで、以下、この「調査・分析」に重点を置き、「コースデザイン」における学
習者情報の重要性を検討する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 1 コースデザインの概要（日本語教育学会 1991） 
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図 2 コースデザインの流れ（国際交流基金 2006） 
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 上記の図 1、図 2、図 3 の三つの「コースデザインの流れ」では、まず学習者に関
する「調査と分析」が授業計画の前提になることがわかる。この前提の元、学習者に
対して、どのようなことがらを、どの時点で、具体的にどのように教えるかが決定さ
れる。その意味で、本来的には「調査・分析」の段階は、大学の日本語教育のコース
デザインおいても欠かせない段階となると言える。「学習者主体」の教育計画を立案
するという立場に立てば、さまざまな学習者情報を分析した上で「教育計画」すなわ
ち、シラバスの確定とカリキュラムの決定がなされるのは当然で、組織として留学生
の日本語教育を考える以上、学習者情報は欠かせない要素である。 

図 3 コースデザインの流れ（佐々木 2007） 
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 さて、学習者情報の中でも重要な情報は、学習者の学習目的や到達目標、具体的に
どのような日本語が必要となるかといった「ニーズ調査」によって得られる情報であ
る。学習者の日本語学習に関するニーズを知ることは、学習者に教えるべきものを明
確にする（日本語教育学会 1991:6）という点で重要な意味を持つ。それに加え、学
部教育で求められる日本語力という学習者のための、いわゆる「目標言語」の領域設
定のために必要な項目となる。大学に入学した留学生にとっては、特定の専門領域を
学ぶ学部に所属したというだけで、個々の日本語学習目的が均一化されるわけでは
ない。留学生にとって、また留学生を受け入れた学部にとって、さまざまな学習者の
学習情報が考慮されなければならない。 
 「ニーズ調査」によって明らかにする学習者情報と同様に、コースデザインにおい
て重要な情報に学習者の「レディネス」がある。「レディネス」とは、「学習者がすで
にどのような状況にあるか」（佐々木編  2007）ということで、教育対象となる学習
者の学習経験やその時点の日本語能力に限らず、学習者のこれまでの学習教材、日本
語以外の外国語学習歴とレベルなども含まれる。さまざまな日本語教育機関におい
ては、この学習者の「レディネス」調査と分析の結果は、「ニーズ」の分析と併せて、
学習計画特にカリキュラム・デザインに必要な情報を提供することになる。これは、
大学の学部教育におけるコースデザインにとっても同様で、「レディネス」調査とそ
の分析は、学部教育の目標を見据えた日本語教育のカリキュラム検討に欠かせない
情報となる。参考として、国際交流基金（2006）に掲載されている「レディネスチェ
ック項目」を表 1 として挙げる。表 1 からもわかるように「レディネス調査」の項
目については、学習者自身に関わる状況（学習経験・学習能力、学習に関する嗜好、
学習観など）と学習者の環境的状況（学習可能な時間、所有機材、人的環境）に分け
て考えることもできるが、表 1 では両者を合わせて「レディネス」としている。ま
た、これに加えて「言語学習適正テスト」を行い、その結果も「レディネス」に加え
るという考え方もある（佐々木編 2007）。 
 学習者の「レディネス」を調査・分析することにより、学習者の「ニーズ」分析も
より具体的になることが期待できる。その一方で、大学の学部留学生を対象とした
「レディネス」調査の項目は、それぞれの状況に応じて内容を検討する必要もある。
中でも、学習経験と学習能力については、日本語能力に関する、より具体的な情報も
必要になる。章を改めて述べることになるが、言語習得研究における「BICS（生活
言語能力）」と「CALP（学習言語能力）」もそのひとつである。（「BICS」と「CALP」
については、2-2，4-1 で改めて述べる。）初年次教育を含む大学における教養教育に
加え、学部における専門教育において対応できる日本語能力を考えれば、BICS、
CALP 両面での学習者の状況を知ることもまた、学部留学生のためのコースデザイ
ンには有益な情報となることが考えられる。 
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表 1 学習者に対するレディネスチェック項目 

（国際交流基金（2006）『日本語教授法シリーズ 1 日本語教師の役割/コースデザイン』  11） 



 

8 
 

このような学習者に関するさまざまな情報調査とその分析によって、個々の学生
にとって最適と考えられる学習コースが設定されることになるが、大学などの教育
機関においては、年齢や学習目的などよりも、入学時点での日本語能力が問題になる
ことが一般的である。そのため、学習コースの設定なども、日本語能力を基準とした
コースが組まれる。（なお、ここでは、今後、単にコースと言う場合は、この学習コ
ースを指す。）この日本語力は、それぞれの教育機関で何らかのテスト（例えば、大
学独自の能力測定試験や J-CAT 等の試験）を行って計られる。個々の学習者のコー
スへの振り分けも、通常はこのテストの結果に寄るところが大きい。ただ、この時点
では、これまで述べてきたような学習者の「ニーズ」については考慮されているとは
言えず、また「レディネス」についても、言語能力に関する項目の比重が大きい。こ
こに、大学という教育機関で留学生を受け入れる場合の課題がある。 

さて、捉え方に多少の違いあるものの、図 1 から図 3 における「コースデザイン」
の流れから、学習者（場合によって学習者受け入れ機関）の「ニーズ」と「レディネ
ス」の調査・分析を前提として、次に行われるのが、「目標言語調査」である。学習
者にとっての「目標言語」がどのようなものであるか。「目標言語調査」は、これま
での調査と分析で明らかとなった学習者に必要な日本語の具体的使用例を調査・分
析するものである。理想的には、この「目標言語調査」によって得られた言語使用情
報をもとに教授法、教材、学習時間を決めるという流れになるが、実際には、市販の
教材を使い、その教材を設計するにあたって考えられた教授法や言語項目、学習時間
が採用されるのが普通である。日本語初級は言うまでもなく、中級レベルでも、想定
される「目標言語」を基準としたさまざまな教材が開発されている。一方で学部留学
生を対象とした大学における日本語教育では、特に中上級以降の日本語力育成にあ
たっては、学部の教育内容・教育目標との整合性がとられなければならない。そこで、
考えられるのが、学部教育を見据えた「目標言語」の検討である。 
 大学の学部教育といった枠組みの中で、個々の留学生の日本語力を、日本語科目だ
けでなく学部の専門科目においても伸ばしていく方策を検討することは重要である。
ただし、ここで考えなければならないことは、日本語担当教員が必要とする目標言語
の内容と学部専門科目担当教員が留学生にとって必要と考える目標言語の内容とに
はずれがあるということである。山本（2003）では、日本の大学学部教育において
は、日常会話とは異なるアカデミックな内容の言語（音声・文字）情報の読解力や聴
解力を前提としており、そのため、学習研究活動を行う上で、特に文系大学教員が留
学生の日本語力に期待するレベルは、日本人学生並みの能力であるという指摘があ
る。これは、多くの大学の教育課程が日本人学生を対象としたものであることも影響
していると考えてもよい。しかし、現状で JLPT の N1 あるいは N2 取得の留学生で
あっても、専門教育の理解において母語話者である日本人学生と同様に行える状況
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にはない。学部留学生に対する日本語教育の「コースデザイン」においては、学部専
門科目を考慮したカリキュラム・デザインやシラバス・デザインが行われなければな
らないが、これには、日本語担当教員だけの問題ではなく、学部教学体制全体の問題
として検討されるべき問題である。 
 日本語教育の「コースデザイン」は、これまで述べてきた枠組み、すなわち、学習
者情報の調査と分析、学習者並びに教育機関の必要とする「目標言語」検討を経て、
教育計画設定の段階として、「シラバス・デザイン（何を教えるか）」と「カリキュラ
ム・デザイン（どのように教えるか）」の段階に入る。「シラバス・デザイン」の「シ
ラバス」とは、言うまでもなく「学習項目」あるいは「学習項目の一覧表」のことで
ある。コースを基準に考えれば、個々のコース全体で扱う学習項目をコース・シラバ
スといい、またそのコース・シラバスの策定をシラバス・デザインという。（佐々木 
2006）それに対して「カリキュラム・デザイン」は、コース・シラバスの決定の上に
なされるもので、学習項目の提出順序、時間的な枠組み、教授法、教室活動などが検
討され、使用する教材や到達目標の設定、評価の方法などについても決定される。こ
のような「シラバス」と「カリキュラム」に基づいて実際の教育が行われることにな
る点からも、本来は、この段階の計画をいかに練るかが重要になる。特に、「シラバ
ス・デザイン」に関しては、コースの目的とどのような「シラバス」によってコース
を組み立てるかとは密接に関係しており、それが教材の決定などのカリキュラム・デ
ザインを左右すると考える必要がある。 
 以上を踏まえて、本学の状況を振り返ると、本学の日本語教育コースデザインにお
いては、学習者のその時点での既習言語能力に注目し、学習集団を検討するという方
法がとられている。これは本学に限ったことではなく、いわゆる診断的評価としてプ
レースメントテストを課すのは、その時点での既習事項の習得状況が教育計画に強
く影響するという理由から、多くの大学で採用されていると考えてよい。しかし、そ
れは、個々の学習者の学習方法の嗜好傾向や学習観、言語観については十分に配慮さ
れているとは言い難いということであり、先の学習者情報の調査・分析がコース全体
の方向性を決めることにもなる点を考えると、問題は、今後の本学の日本語教育コー
スデザインにおいては、学習者個々の情報をどこまで教育計画に生かせるかによる。 
 また、大学の学部留学生および交換留学生の学習目的は、本来的には日本語そのも
のの学習というよりも、所属する学部・学科の専門科目の習得であり、そのために必
要な日本語力であることは容易に想像できる。しかし、これも大学における日本語コ
ースデザインの難しさのひとつの要因でもある。学部教育にとっても有用な日本語
能力の育成を視野に入れた、教学全体の問題としてコースデザインを考えていかな
ければならないと言えよう。 

本学の現状を考えると、別の章で示したとおり、学習者の能力別クラス編成を実施
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しているが、これは、原則として、学習者のレディネス調査のうち、日本語能力を診
断的評価（diagnostic assessment）によって判定し、それによってクラス分けを実施
したものである。特に学部留学生の本来の学習目的が学部の専門的内容を習得する
という点にあることを考えると、その学習に適応できる日本語力が求められるとい
う観点から、「読み、書き、聞き、話す」といった言語技能を支える文法力や語彙力
を診断できる方法での調査が特に問題だとは言えない。しかし、学部留学生（交換留
学生も含む）用日本語教育のコースデザイン策定においては、日本語力調査ととも
に、診断的評価（例えば、クラス分けのためのプレースメントテスト）だけでは得ら
れない、学習者自身の日本語学習の目的を知るニーズ調査を検討し実施するととも
に、コース展開中にも、形成的評価（formative assessment）を実施するなど、学習
者の学習状況をモニターしながら学習者に合わせて調整できるコースデザインを考
える段階にあると考えられる。 

 

1-2. 留学生に対するキャリア支援教育と日本語教育との関わり 
 

日本語教育という枠組みは、大学教育の枠組みの中で機能するものであることか
ら、大学の一授業としての捉え方だけでは学習者主体の教育体制とはならないのは
論をまたない。留学生にとっても、卒業後の進路決定は日本人学生と同様かあるいは
それ以上に重大な問題となる。そこで、ここでは、キャリア支援教育と日本語教育と
の関わりについて、今後押さえておかなければならない課題を、日本語力の育成とい
う観点から整理する。 
 さて、加速する日本企業のグローバル化、深刻な人材不足、インバウンド対策など
を背景に、高等教育機関で学ぶ留学生に対しては、大学卒業後、日本での就職が受け
入れる側からも送り出す側からも注目され、期待されている。2019 年６月、政府は
「外国人留学生の就職支援」について閣議決定を行い、「高度外国人材」として留学
生の獲得に乗り出した。2013 年度の外国人留学生（学士・修士・博士）の日本国内
の就職率は３割程度であったが、2020 年度までに５割まで引き上げることを目標と
している。（文部科学省 2017）それに伴い、大学等においては日本の企業文化、ビ
ジネス日本語講座の開設やインターンシップといった特別プログラムの実施など、
日本で就職するためのキャリア支援教育が求められることとなった。 
  奥田(2015)は、就職支援としてのビジネス日本語教育の領域は「就職・就業に必要
な活動」「職業・職種の異動に関わらず必要なスキル」「アカデミック・ジャパニーズ
＋α」の三つに大別されると述べ、その関連を図４のように示している。 
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図４ ビジネス日本語教育の領域  ＊奥田（2015）の図表を元に作成、一部改編あり 
  

 この図 4 で特に注目されるのは、「アカデミック・ジャパニーズ＋α」の捉え方で
ある。菅長・中井(2015)は、大学で学ぶアカデミック・ジャパニーズ(以下、「AJ」と
する)を AJ①（大学での勉強に必要な日本語のスキル）と AJ②（大学教育で求めら
れる能力養成の一環）という二つの視点で分け、AJ が「職業人としての仕事にどの
ように活かされているか」、「学生時代に培った AJ と仕事上求められるものとでは何
が違うか」について聞き取り調査を行った。その結果、直接社会に出てから役立つの

就職・就業に必要な活動 

 
 
１.キャリアデザイン 

 ①キャリアプラン 
 ②就職活動 
 ③インターンシップ 

 

２.ビジネスコミュニケーション 

 ①ビジネス・スキル  ②ビジネス・リテラシー 
  ・接遇               ・指示、依頼 
  ・電話応対      ・交渉 
  ・メール       ・プレゼン 
  ・ビジネス文書    ・問題解決    
       など           など 
３.専門技能 

 ①専門職の技術や知識 
 
 

職業職種の異動に関わらず 

必要なスキル 
 
１.汎用的スキル 

 ①社会人基礎力 
 ②コミュニケーション・スキルズ 
  ・意思疎通力 

  ・言語意識 

  ・コンテクストの意識化  など 

 ③学習能力 

  ・現場学習力 
  ・学習の個人化 

 

２.文化対応力 

 ①企業文化 
 ②文化的調整（異文化適応） 
 ③ダイバーシティ対応 
 

アカデミック・ジャパニーズ＋α 
 

１.説明力 
２.思考（批判的・創造的・論理的） 
３.情報リテラシー      など 
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は、問題発見・解決能力、基本的な思考・考え方など、AJ ②によって培われた思考
能力であり、AJ①の言語的スキルは、要点を伝える際のプレゼン力という面におい
て、大学でも社会でも共通して要求されると報告している。（AJ については、4-2 で、
大学教育における優位性についても述べる。） 
 池田(2019)もまた、コミュニケーション・スキル、情報リテラシー、論理的思考力、
問題解決力など「汎用的技能」は日本人学生も留学生も身につけるべきキャリア教育
であるとした上で、留学生には汎用的技能を発揮する際の意思疎通の基盤となる「日
本語能力の育成」が不可欠であると述べている。一方で、「就職に必要な日本語」「企
業が留学生に求める日本語レベル」「求める能力」の曖昧さについて指摘している。
ディスコ(2018)が実施した「企業が外国人留学生に求める日本語力」の調査結果で
は、日本の企業が求めるのは、「N１」や「母語話者レベル」といった単純な基準で
測られてしまうが、実際に留学生との交流会に参加した企業からは「こんなに日本語
ができるとは思わなかった」という意見も聞かれるという。そして、その一因を企業
側が外国人留学生を正しく理解できていないことだと分析している。そのため、企業
が独自に設定した採用基準と採用したい留学生のコミュニケーション能力の実態の
理解とが乖離しているのではないかと指摘している。こうした乖離を防ぎ、企業人と
して必要な実践的な日本語運用能力を身につけるには、大学の講義のような座学だ
けではなく、状況的学習*1 や正統的周辺参加*2 による学習が必要であると示唆してい
る。 
 このように、社会的知識を付与するキャリア支援教育と言語的基盤を形成する日
本語教育は留学生のキャリア支援教育を進める上で切り離せないことが明らかとな
った。しかし、高等教育機関における留学生のキャリア支援教育はまだ始まったばか
りであり、その教育方法は確立していない。その中で、双方の教育を相互補完できる
ようなカリキュラムの策定やコースデザインが必要である。 

 
*1 状況的学習：学習を「習得すること」と見る見方に対して、学習を「参加の過程」と捉え、 
       さまざまな社会的な活動に参加することで学びが得られるとする考え方 
*2 正統的周辺参加：状況的学習の中心的な概念。「学習主体の行為の変化（熟達化）、実践につ

いての理解の変化を、社会的実践の構造との関係から包括的に捉えるため
の枠組み。」（西口 2001） 
学習者が社会的実践に参加して、徐々に能力を発揮していく過程を捉えた 
学習観 
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２. 本学留学生に対する日本語教育支援 
 
  ここでは、本学留学生に絞って、現在行われている日本語教育支援について述べ

る。本学の留学生に対する日本語教育は、日本人学生に対する初年次教育（通年）
と同様に位置付けられており、大学での学習に必要な日本語力（アカデミック・ジ
ャパニーズ）の涵養を目指したものである。表 2 に示すとおり、日本語学習経験が
ほとんどない交換留学生をはじめ、大学院進学を目指す編入生など多様な日本語レ
ベルの留学生が在籍している。このような状況を踏まえ、共通シラバスによって同
一目標を設定しつつ、日本語力によって学生を六レベルに分け、各レベルに応じた
授業を展開している。レベルによるクラス分けには、J-CAT テスト（Japanese-
Computerized Adaptive Test）を用いている。また、授業は CEFR や JF スタンダー
ドの基準に基づき、４技能（聞く・話す・読む・書く）を総合的に学習する内容と
なっている。なお、CEFR や JF スタンダードの詳細については別の章で述べる。 

  その他、日本語教育に関連する科目として、「学びの技法（留学生）」「日本事情」
「キャリア形成論」などがあるが、現在は語学教育というよりも教養教育としての
側面が強い。 

 
（１）留学生の状況（2019 年度） 

表 2 留学生の国籍・在籍期間（2019 年度） 

 留学生 在籍期間 国籍 

学部生（新入生・編入生） ２年～４年 中国、台湾、香港、韓国、ベトナム 

交換留学生 半年～１年 中国、台湾、韓国 

大学院生 2 年 中国、台湾、韓国、ベトナム 

 
（２）本学の日本語シラバス（全レベル共通） 
  2019 年度の留学生日本語科目については、共通教育の科目が原則共通シラバスを

設定することになっている点を踏まえ、表 3 に示すように、全クラス統一シラバス
として示している。ただし、個別的には、それぞれのクラスにおいて、教育内容、
到達目標をはじめとして評価に至る具体的なシラバスを提示し、詳細な説明を行っ
ている。 
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表 3 日本語Ⅰ~Ⅵ シラバス（2019 年度） 

開講期・単位 1 年 前後期・2 単位（演習） 

講義の目的お
よび概要 

この科目は、日本語非母語話者のための日本語科目である。授業で
は、各レベルに応じて「聞く・話す・読む・書く」の 4 技能を総合的
に学習する。この日本語科目を通して大学での学習に必要な日本語力
（アカデミックジャパニーズ）の向上を目指す。 

講義方法/課
題に対する
フィードバ
ックの方法 

【講義方法】 
授業では、個人やペア、グループなどさまざまな形で活動を行う。語
彙や文法に関する知識、学習内容の理解については、小テストやレポ
ート、試験などで確認する。 
【課題に対するフィードバックの方法】 
課題の結果は授業内で説明し、必要に応じて全体または個別に補助資
料を配布する。 

授業計画 

以下の通りに実施していくが、進度・学生のレベルにより変更するこ
ともある。 
①ガイダンス・クラス分け 
②～⑦ 
各レベルに即した学習内容（文法・文型、語彙、音声その他）Unit1 
⑧学習内容に関する中間的確認テスト 
⑨～⑭ 
各レベルに即した学習内容（文法・文型、語彙、音声その他）Unit2 
＊レベルごとの学習内容の詳細は別途配布する。 
⑮まとめ（復習テスト）  

到達目標/卒
業認定・学
位授与の方
針との関連 

【到達目標】 
・それぞれのレベルに応じた「聞く・話す・読む・書く」の 4 技能を
向上させる。 
・状況に応じた適切な日本語を考え、使えるようになる。 
・大学での学習で使う日本語(アカデミックジャパニーズ)について理解
する。 
【卒業認定・学位授与の方針との関連】 
「自立して生きていくための幅広い教養・技能を身に付けている。」
に基づき、大学での専門科目に必要な日本語力、日本社会で活用する
日本語力を身につける。 
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成績評価基準
と方法 

・毎時の課題に対する取り組み   20％ 
・授業中の積極的な回答または発表 20％ 
・毎時の学習内容に関する小テスト 20％ 
・まとめの課題／復習テスト    40％ 

テキスト・ 
参考文献 

【テキスト】 
・クラスレベル毎に授業時に指示する。 
・副教材・資料などは必要に応じて指示する。 
【参考文献】 
・必要に応じて紹介する。 

授業外学習 
・学習した内容の復習やまとめを行うこと。 

・小テストや課題の準備をすること。 
・次回に学習する課の予習を行うこと。 

      
 
（３）日本語教育担当教員（2019 年度） 
  専任５名、特任１名、非常勤２名が担当している。上級クラスを除き、各クラスと

もチームティーチングによる授業を実施している。 
 
（４）その他の日本語支援【ワーク・スタディ制度】 
  日本人学生が留学生の日本語の支援をする制度である。平日の午後、「International 

Lounge」と呼ばれる留学生のためのサポートルームに日本人学生が常駐しており、
支援を希望する留学生が自主的に訪問する。 

  内容は大学の授業に関する質問をはじめ、大学生活や異文化に関する質問も行われ
ており、日本の生活文化理解や日本語支援だけでなく、日本人学生との交流の場とし
ても機能している。 

  

２-1. 本学留学生の J-CAT 項目別得点に見られる日本語力 
 
  留学生は受験の際には、日本語能力試験や日本留学試験といった公的試験の成績を

参考として用いているが、受験時期と来日時期の時間的間隔が大きいため、再度、日
本語能力の測定が必要となる。効果的な日本語教育を実施するためには、できるだけ
正確に日本語力を把握し、レベルにあった日本語授業の提供が不可欠である。このよ
うな状況に対応するため、本学では、留学生の日本語のレベルの判定及びクラス分け
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に、J-CAT テストを用いている。まず、当該テストの特徴について示し、続けて本学
留学生の状況について説明する。 

 
2-1-1. J-CAT テスト（Japanese-Computerized Adaptive Test）の特徴 
 
   このテストは、非母語話者の日本語能力を、コンピューターを使って自動で判定す

るテストである。このテストの最大の特徴は、コンピューターが項目応答理論に基づ
き受験者の能力を判断し、受験者の能力にあった問題を自動的に順次出題するという
点である。これにより、能力差がある受験者であっても、同時受験が可能である。 

 ２点目の特徴は、受験者数や受験場所の制約を受けないことである。コンピューター
があれば、来日前のレベル判定も可能である。さらに、受験後、コンピューター処理
により、すぐに試験結果が通知されることから、試験実施の省力化と迅速なクラス分
けが可能である。 

 
2-1-2. J-CAT テストと日本語能力試験（JLPT）との関わり 
 
  このテストは、「聴解」「語彙」「読解」「文法」の４分野から出題され、各分野 100

点満点、合計 400 点満点のテストである。出題は『日本語能力試験出題基準（改訂版
第２刷）』の出題基準及びレベル分けに基づき設計されていることから、日本語能力
試験のレベルによる受験者の日本語力を推測することができる。今井ほか（2012）な
どの先行研究により、日本語能力試験との関連付けの検証がされている。（表 4） 

 
表 4 J-CAT テスト得点と日本語能力試験（JLPT）との関わり 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     
          ＊「J-CAT」HP より一部抜粋  
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2-1-3. 本学留学生の J-CAT 得点とクラス設定（前期/春学期） 
 
 J-CAT 総合点によるクラスレベルとクラス項目別得点（前期/春学期 89 名）  
 

表 5 クラスレベルごとの項目別得点 

  （注）教師の判断、学生の希望によるクラス移動があったため、実際のクラス分けとは一部異なる。 

 
  本学における留学生日本語では、J-CAT の総得点を目安に、８レベルにクラス分

けを行なっている（表 5）。適切なクラスサイズとの兼ね合いから、J-CAT の得点範
囲ではなく、効果的な学習が可能となるよう、１レベルにつき 15 名以下になるよう
調整しているため、レベル間の得点幅は等しくない。 

  日本語Ⅵ・Ⅴは、上級レベルのクラスであり、ほぼ全項目において他のレベルよ
り平均点が高いが、特に読解の得点率が７割以上であることがわかる。さらに、日
本語Ⅵは、聴解力も高いことが明らかとなった。一方、日本語Ⅱ以下では、特に読
解力が著しく低いことがわかる。この点からも、クラス毎の学習内容を随時検討
し、学習者主体の学習内容になるように努める必要が認められた。 

 

クラス 
レベル 

J-CAT 
点数区間 

J-CAT 

合計平均 聴解平均 語彙平均 文法平均 読解平均 

日本語Ⅵ 280-316 296.6 80.6 73.1 67.5 75.4 

日本語Ⅴ 249-270 261.4 62.0 58.2 70.4 70,8 

日本語Ⅳa 234-247 240.7 63.4 58.5 61.2 57.7 

日本語Ⅳb 217-232 225.8 61.2 56.9 51.6 56.2 

日本語Ⅲa 214-200 208.6 55.1 56.8 46.8 49.9 

日本語Ⅲb 180-199 186.3 48.8 49.9 39.2 48.4 

日本語Ⅱ 163-179 171.4 47.5 45.5 40.8 37.6 

日本語Ⅰ 79-153 125.0 30.5 41.4 21.9 31.2 
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2-1-4. 本学留学生の J-CAT 得点とクラス設定（後期/秋学期） 
 
 J-CAT 総合点によるクラスレベルとクラス項目別得点生の項目別得点（後期/秋学期） 
 

表 6 クラスレベルごとの項目別得点 

  
表 6 から日本語Ⅵレベルの得点を見ると、文法の平均が前期よりもやや下がって

いることがわかる。その要因の一つとして、上級レベルのクラスでは、JLPT の文法
項目を授業では扱わないことが考えられる。J-CAT のような試験では、積み上げて
きた学習によって得点力に差が出るものと思われる。また、前期同様、上級レベル
では、聴解・読解の得点率が高い。一方、日本語Ⅰレベルでは、全ての分野におい
て得点が低く、文法や語彙といった基礎力の低さが聴解や読解の理解を困難にして
いると推測される。こうした状況は、1 章で述べたように、学習者のニーズ調査と
分析、レディネス調査と分析を学習途中でも行う必要性を示唆しており、形成的診
断と併せて、次年度に向けての課題となる点である。 

 
 

クラス 
レベル 

J-CAT 
点数区間 

J-CAT 

合計平均 聴解平均 語彙平均 文法平均 読解平均 

日本語Ⅵ 271-336 291,2 82.0 69.6 66.8 72.9 

日本語Ⅴ 251-270 259.9 74.3 61.3 61.6 62.8 

日本語Ⅳa 228-246 233.6 64.1 53.9 56.0 51.9 

日本語Ⅳb 215-226 220.2 59.2 58.1 51.1 51.9 

日本語Ⅲa 214-202 207.7 57.0 51.6 46.7 52.4 

日本語Ⅲb 180-199 188.6 53.1 44.3 45.1 46.1 

日本語Ⅱ 150-178 163.3 40.4 44.2 37.3 41.4 

日本語Ⅰ 108-148 133.0 34.2 39.7 20.2 31.2 
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２-2. 大学教育における聴解力・文法力・読解力に対する対応 
 
 本学の日本語教育はアカデミック・ジャパニーズの涵養、すなわち、大学の講義理
解を目指していると前項で述べた。まず、大学の講義は、日本語学校における日本語
教育とは大きく異なるものであることを確認しておきたい。日本語学校では、文法や
語彙をたくさん知っている、文法が正確であるという日本語の基礎的事項のインプッ
トに重きが置かれるが、大学の講義では、その基礎的な日本語能力に加え、学習言語
能力（CALP＝Communicative Academic Learning proficiency）が必要であると先行
研究で指摘されている。（中西 2016）ここで、注意したいのは、基礎的な日本語力
が不十分である場合、学習言語能力を高めることは難しい。つまり、学習言語能力は、
基礎的な日本語力の上に醸成されるということである。 

   では、留学生が第二言語で大学の講義を理解するにはどのような技能が必要だろう
か。片山(2002)は、「講義を聞く」「板書や資料を読む」「理解したことをノートに書
く」の３技能を挙げ、講義を理解するための三つのステップを示した。その中で、「講
義を聞く」という作業が、単に聴解力の問題だけではなく、音を聞き取る、音の強弱
を聞き分けポイントを判断する、ポイントをメモするという一連の作業の一つのスキ
ルにすぎないことがわかる。文法力、読解力も同様に、教師の板書や教科書の内容を
理解するだけでなく、教師が与える課題の意味を理解する、課題について考える、課
題を書いて提出するといった様々な場面での複合的な関わりを理解することが真の
理解といえるだろう。このような視点から表 5、表 6 に示すテスト結果を見た場合、
日本語レベルの高い学生の聴解力は学習言語能力における聴解力であると想像でき
る。一方、日本語レベルの低い学生の聴解力は基礎言語能力の比重が高い聴解力では
ないだろうか。様々なレベルの学生が在籍する場合、田中・椎名(2018)が、留学生の
聞き取り調査によって、講義理解の困難点を調査したように、本学においても、個々
の学生（もしくはレベル）が抱える困難点を明らかにする必要がある。その上で、レ
ベルに応じた能力の養成を検討すべきである。 

図 5 「講義を理解するための三つのステップ」（片山 2002）から一部抜粋 

 

ステップ２ 講義中 
  ノートを取りながら先生の話を聞く。 
  ・講義の本題に入る前に述べられる「その日の講義について」を聞き逃さない。 
  ・ポイントを示す言葉以外の手がかり（大きい声・ポーズ・ジェスチャー）活用。 
  ・分からないことがあっても，止まらない。大切な内容は，言葉や表現を変えてくり 
   かえし話されるので，大丈夫。 
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２-3. 本学の留学生対象日本語クラスの設計（2019 年度） 
  

これまで示してきたように、日本語運用の面で能力差のある留学生に対し、きめ細
かく効果的な日本語授業を実施するため、以下の基準によりクラス設計を行った。 

 ・少人数制クラスの設置（平均 15 名） 
 ・４技能を学ぶ総合型日本語授業 
 ・コミュニケーション重視の授業 
 ・全レベル共通シラバス準拠による各レベル到達目標の設定と明確化 
 ・レベル到達目標準拠によるクラスごとの目標設定と授業内容の決定 
 ・同一レベル内における評価基準の統一 
 

２-3-1. 設置クラスとクラス目標  
 

 設置クラスとクラス目標は以下の通りである。（表 7）各レベルのクラス数は、学生
の異動により前期・後期で異なる。 
 

         表 7 設置クラスと到達目標（2019 年度）   

レベル 授業数 授業項目 到達目標 

日本語
Ⅵ 

２コマ 
/週 

AJ 
 

①専門学術的な文法・語彙・表現を習得し、大学の講義
を受講する上で必要な総合的な日本語力を身につけ
る。 

②複雑なテクスト等から必要な情報を探し、整理したう
えで、自分の意見を論理的に表現することができる。 

読解 

日本語
Ⅴ 

２コマ 
/週 

AJ 
 

①専門的な文法・語彙・表現を習得し、大学の講義を受
講する上で必要な総合的な日本語力を身につける。 

②専門的な資料から、情報や意見などを読み取り、自分
の意見を正確に表現できる。 読解 

日本語
Ⅳ 

２コマ 
/週 

AJ 
 

①中級レベルの文法・語彙・表現の発展を図り、大学の
講義を受講する上で必要な総合的な日本語力を身に
つける。 

②中級後半の文（中文から長文）を読み、主張や結論を
把握する力を身につける。 

③的確な構成、文体で自分の意見を表現できる。 
読解 
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日本語
Ⅲ 

２コマ 
/週 

作文 ①中級レベルの文法・語彙・表現の定着を図り、大学の
講義を受講する上で必要な総合的な日本語力を身に
つける。 

②中級程度の文（短文から中文）を読み、主張や結論を
把握する力を身につける。 

③既習事項を用いて自分の意見を表現できる。 

読解 
文法 

日本語
Ⅱ・Ⅰ 

４コマ 
/週 

作文  基礎日本語の定着を図り、大学の講義を受講する上で必
要な総合的な日本語力を身につける。 

読解 

文法 

（注）１コマは 90 分 

 

２-3-2. 授業内容と使用教材 
 
  各レベルの到達目標達成のため、表 8 の教材を指定したが、教科書は主に学生の予

習・復習用である。それぞれの授業においては、大学生活や専門科目の履修が容易に
なるようなトピックの選定、タスクの実施を目指し、オリジナル教材を多用した。 

  日本語初級（入門期）の交換留学生が在籍する基礎クラスにおいては、日本の紹介
を交えながら、教科書の内容を中心とした基礎的な授業を展開した。 

 
          表 8 授業内容と使用教材（2019 年度）  

レベル 主な使用教材（上段：前期、下段：後期） 授業内容 

日本語
Ⅵ・
Ⅴ 

『アカデミック・ライティングのためのパラフレーズ演
習』 

『留学生のための読解トレーニング』 
『国境を越えて』本文編、タスク編、語彙・文法編 
『2019 年の論点 100』 

教材だけでなく、 
 新聞記事や ラジ

オなど実際のテク
ス ト を 用 い た 演
習。AJ と読解はそ
れぞれ独立した講
義内容。 

『留学生のためのここが大切 文章表現のルール』 
『留学生のためのジャーナリズムの日本語』 
『2019 年の論点 100』 
『国境を越えて（本文編）』 
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日本語
Ⅳ 

『話す・書くにつながる日本語読解』中級 教科書＋タスク活動
により、社会的な
知識を養成。チー
ムティーチング。 『新中級から上級への日本語』 

日本語
Ⅲ 

『どんどん使える！日本語文型トレーニング』 
『読む力 中級』 
『中級を学ぼう 中級前期日本語の文型と表現 56』 

教科書準拠＋基礎
的知識の定着を図
る活動。チームテ
ィーチング。 

『中級を学ぼう 中級中期日本語の文型と表現 82』 
『中級を学ぼう 中級前期日本語の文型と表現 56』 

日本語
Ⅰ・
Ⅱ 

『初級日本語文法総まとめ ポイント２０』 
『大学・大学院 留学生の日本語 ①読解編』改訂版 

 基礎文法や読解
ストラテジーの
定着を図る内容。
チームティーチ
ング。 『中級へ行こう 日本語の文型と表現 55 第 2 版』 

（注）各教材の発行所等は文末に記す 

 
２-4. 課題 
 
 2019 年度の日本語授業実施の結果、次のような課題が明らかとなった。 
 

（１）J-CAT テストの得点による技能別の能力の把握 
    口頭でのコミュニケーションは得意だが、テキストが読めない、レポートが書

けないという学生や、逆にレポートは書けるが、口頭表現ができないという学生
もおり、レベルに応じたクラスであっても、学習項目によってはクラス内で差が
生じている。 

 
（２）非漢字圏学生に対する漢字教育の必要 

    非漢字圏の学生にとって、やはり漢字の習得が難しく、読解などインプット課
題において、困難を極めている。特に、中級以下のレベルで、漢字学習が日本語
学習の支障となっている例が見られる。2019 年度は、漢字学習に特化した授業
を行っておらず、学生の自立学習に任されたことも一因である。 

 
   



 

23 
 

（３）大学の学習生活に対する意欲 
    留学生は、来日とほぼ同時に大学生活や授業が始まる。履修登録や生活の諸手

続きなど煩雑なことが多く、大学生活の充実感が得られにくい状況にある。その
ため、授業出席や日本語学習への意欲が下がってしまう学生が一部に見受けられ
る。 

 
（４）日本留学の動機づけ 

    留学の目的がはっきりしない状態の学生も見受けられる。大学での学習やその
後の進路に対する展望など、明確な目的がないと、学習全体の意欲が失われ、日
本語力向上にもつながらない可能性がある。 
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3. 外国語教育における学習者の言語運用能力判断の基準 
 

この章では、日本語教育を含む外国語教育に関して、学習者の言語運用能力を測る
尺度としてヨーロッパで考案され運用されている国際標準規格である「CEFR
（Common European Framework of Reference for Languages、日本では「ヨーロッ
パ言語共通参照枠」）」とその CEFR をモデルとして国際交流基金によって開発され
た「JF 日本語教育スタンダード」を取り上げる。その目的は、大学学部教育におけ
る日本語教育の教育内容を考える上でも、学習者の言語運用能力に関する客観的な
指針をもとに学習到達目標を検討し、それを教育内容に反映させる必要があるから
である。言語運用能力の客観的尺度は、学習者にとってもまた教育担当者にとって
も、その時点での学習者の日本語力を評価・判断する基準として機能する。それぞれ
の概要は次項以降に述べることにするが、学習者の言語運用能力に関する評価は、診
断的な評価として一時的に行われるものではなく、その時点での形成的な評価にも
関わるものである。 

なお、学習者の言語運用能力の評価に関しては、ACTFL(American Council on the 
Teaching of Foreign Languages，全米外国語教育協会）の OPI (Oral Proficiency 
Interview）による基準もあるが、ここでは言及しない。 

 

3-1. CEFR 
 

 CEFR の特徴は大きく二つ挙げられる。まず、１点目は、「複言語主義」に基づい
ている点である。CEFR は、複言語・複文化社会であるヨーロッパ地域において、外
国語の運用能力を言語の枠や国境を越えて同一の基準で測ることができる国際的な
指標として規定された。そのため、学習者、教授する者及び評価者が外国語の熟達度
を同一の基準で判断できるように開発されている。２点目は、「行動中心アプローチ
（action-oriented approach）」に基づいている点である。行動中心アプローチは、文
法を先に学ぶのではなく、「言語を使って何ができるか」という視点に立つ。例えば、
「自己紹介をする」「買い物をする」といった具体的なタスクを先に示し、タスク達
成に必要な言語や文法を習得するという方法である。したがって、CEFR の共通参照
レベルでは、初級から上級の基準を記載する際に、このレベルの学習者であれば、
「Can Do（～ができる）」という指標を用いている。 
 レベルは、図 6 に示すとおり、C2、C1、B2、B1、A2、A1 の 6 段階に分けられ、
各レベルで求められる到達目標（全体的尺度）を「Can Do（～ができる）」で表して
いる。例えば、A1 レベルでは、簡単なやりとりしかできないが、A２レベルでは、
日常的な情報交換ができ、他者の助けがなくても課題を遂行できる内容となってい
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る。さらに、この全体的尺度を具体化するため、各レベル別に、493 のカテゴリーリ
スト（活動・方略・テクスト・能力）が設けられている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 6 CEFR 「全体的な尺度」（国際交流基金 HP より転載） 
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3-2. JF スタンダード 
 

 国際交流基金（Japan Foundation）の JF スタンダードは、「相互理解を理念とし
た日本語教育のための枠組み」として開発されたもので、グローバル社会に則した日
本語教育のコースデザイン、授業設計、評価を考えるためのものとして知られてい
る。以下、国際交流基金のホームページ（https://jfstandard.jp/summary/ja/render.do）
で紹介されている「JF 日本語教育スタンダード」の内容に則して、その概略を示す。 

まず、JF が基本的理念としてあげる「相互理解」のための日本語教育では、何よ
りも日本語コミュニケーション能力が重要である。その「言語によるコミュニケーシ
ョンを通じて相互理解を深めていく」ための能力として挙げられているのが、 

課題遂行能力：言語を使って具体的な課題を達成する能力 
異文化理解能力：お互いの文化を理解し尊重する能力 

の二つである。 
国際交流基金の活動が「『文化』と『言語』と『対話』を通じて日本と世界をつな

ぐ」ことを基本とすることから考えれば、相互の文化理解を築き上げる「異文化理解
能力」は日本語を第２言語として習得を目指す外国人留学生にとっても重要な目標
になり得る。ただ、大学の学部教育でより重要性の高いものはと考えると、やはりさ
まざまな課題に向き合い、それを日本語という言語によって解決するためには、「課
題遂行能力」の育成は欠かせない。  

「JF 日本語教育スタンダード」では、この「課題遂行能力」は、「コミュニケーシ
ョン言語活動」と「コミュニケーション言語能力」とに分けている。このうちの「コ
ミュケーション言語活動」は、さらに「受容」「産出」「やりとり」といった三つのカ
テゴリーに分類されて、それぞれ「JF Can-do」によって「A1」から「C2」までの６
段階に分けられている。（図 7） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 7 「Can-do の 6 レベル」（国際交流基金 HP より転載） 
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なお、「受容」「産出」「やりとり」といった言語活動は、具体的な状況における言
語活動を参照しつつ、それぞれ「何ができるか（Can-do）」といった基準で活動内容
が解釈され、学習者がどこまで「できること」として日本語を活用できるによって課
題遂行能力が測られるという仕組みとなっている。一方、「コミュニケーション言語
能力」は、文字、語彙、文法、といった日本語の言語知識や日本社会における言語運
用に関する能力を念頭に、「言語構造的能力」「社会言語能力」「語用能力」の三つの
能力が想定されている。この三つの能力が先の「コミュニケーション言語活動」を支
える能力となる。 

  以下の図 8 は、「課題遂行能力」を支える「コミュニケーション言語活動」と「コ
ミュニケーション言語能力」のカテゴリーを示したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8 コミュニケーション言語活動とコミュニケーション言語能力の項目 

（国際交流基金 HP より転載） 



 

28 
 

図 8 を見る限りにおいて、「コミュニケーション言語活動」は、「受容」「産出」「やり
とり」いずれにおいても、具体的な行動場面に基づいて捉えるような枠組みとなってい
る。さまざまな行動場面を何らかの枠組みで捉えることは、難しさが伴う反面で、日本
語学習者にとっては、行動目標が明確となる点で、学部留学生の大学生活、特に学習場
面で必要とされる言語活動としては、その有用性が高いと思われる。その上、「方略」
という項目で、学習者の言語学習ストラテジーが取り上げられている点も、大学の専門
科目の学習にも応用できる項目である。 

「JF 日本語教育スタンダード」が国内外のさまざまな日本語学習者を対象とし、グロ
ーバル社会における「相互理解」を理念として考案されたことから考えると、これをそ
のまま大学の学部教育における日本語教育コースデザインに取り入れることは、現状で
はそれほど簡単でものではない。ただ、「Can-do」をもとにした日本語によるコミュケ
ーション能力の客観的な判断基準を提示している点は非常に参考になる点である。また、
この基準が「課題遂行能力」に基づくものであるという点で、大学教育においても、留
学生の日本語による「課題遂行能力」育成を検討するための指針ともなるものであると
考える。 
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4. 大学教育において求められる日本語力 
 

 ここでは、学部留学生が大学の専門教育について学ぶためには、どのような言語力
が求められるのかという点について、生活言語と学習言語との相違、学部留学生教育
におけるアカデミック・ジャパニーズの優位性の二つの観点から述べることにする。 
 まず概略的に、大学の学部教育において、留学生にはどのような日本語力が求めら
れるのかについて触れておきたい。それは、何よりも大学教育全体の枠組みの中で留
学生教育をどのように考えるかにつながる視点がそこにあるからである。 
 一般的に、日本の大学の学部教育で行われている学習には、日本人学生と留学生の
区別なく、いわゆる言語の４技能（「読む、話す、聞く、書く」）のすべてにおいて、
日常的に使う日本語力とは異なる、比較的高いレベルが求められると考えられてい
る。実際に、初年次教育から教養教育、専門教育への過程において、必要とされる日
本語力が徐々に難しくなるというよりは、いずれの段階においても、講義の内容理
解・文献の購読・資料の収集と分析・プレゼンテーション・レポート作成など、さま
ざまな機会を通して、日常的生活日本語とは次元の異なる日本語力が求められる。言
い換えれば、大学の学びに必要な日本語力は、日本人学生と留学生の区別なく、求め
られるレベルは想像以上に高いと考えて良い。 
 その一方で、留学生の大学における単位修得においては、日本語力よりも留学生の
学習に対する自覚と目的意識が関係する（大田ほか 2011）という報告もあるが、
田中・椎名（2018）では、留学生の講義理解の困難点に焦点を置き、⑴「内容理解に
関わる困難」、⑵「教師の発話行動にかかわる困難」、⑶「教師から提示される資料に
かかわる困難」、⑷「教師による講義構成・方式にかかわる困難」、⑸「講義を踏まえ
たアウトプット活動・場面における困難」、⑹「意識レベルの困難」の 6 つの困難点
についての報告を行っている。この留学生が抱える困難点のうち、⑵、⑶、⑷は教師
由来の問題でもある。この点については、1 のコースデザインでも触れたように、学
部留学生に対する日本語教育支援体制が全学的な課題でもあることを踏まえ、学部
教育における留学生への対応にあたっては、常に学習者のニーズおよびレディネス
を形成的に診断しつつ、学部としての留学生教育のあり方が検討され、学部科目の運
用がなされることが期待される。一方、留学生由来の困難点として、特に日本語力に
関わるのが⑴と⑸である。実は、この⑴「内容理解に関わる困難」にしても、⑸「講
義を踏まえたアウトプット活動・場面における困難」にしても、純粋にその時点での
日本語力が影響しているとは言えないところがある。田中・椎名（2018）では、⑴の
困難点について、大学の講義で用いられる用語（専門用語に限らない）の使われ方、
その聞き取りなど、日本語母語話者の想定を超えた問題で講義理解が十分に進まな
いケースがあることを示唆している。さらに、内容理解を支える背景知識の不足は、
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留学生に対する日本語教育の領域では扱えないことが多いことも、講義理解を妨げ
る要因ともなることが指摘されている。また、⑸に関しては、特にプレゼンテーショ
ンとレポート作成に困難を抱えている点は、大学での学習における日本語力を考え
る上で、客観的な指標になるものと思われる。 
 学習者である留学生の側から捉えた大学の講義理解に関する課題は、大学の教学
組織が取り組まなければならない課題を提示するとともに、留学生にとっての学習
に必要な日本語力の考え方を見直すことにもつながる。そこで、以下、いわゆるバイ
リンガル教育で問題となる BICS（Basic Interpersonal Communicative Skills）と CALP
（Cognitive Academic Language Proficiency）、および「日本留学試験」の実施以降
日本語教育の世界でさまざまな議論されて現在に至るアカデミック・ジャパニーズ
（Academic Japanese）の考え方を取り上げ、学部留学生の日本語教育・日本語習得
支援との関わりを述べることにする。 
 

4-1. BICS と CALP について 
  
 先に 2-2 において、学習言語能力（CALP）は基礎的な日本語力の上に醸成される
と述べたが、ここでは、その CALP と生活言語能力として知られる BICS を併せて、
大学生活において留学生が必要とする日本語力について考える。 
 BICS と CALP は、いずれも言語教育学者である Jim Cummins によって示された
言語能力に関する概念である。BICS（Basic Interpersonal Communicative Skills）は、
対人伝達言語能力とも訳されるが、一般的には生活言語能力として知られている。い
わば、日常の生活場面で必要とされる言語能力である。一方、CALP（Cognitive 
Academic Language Proficiency）は、認知・学習言語能力、簡単には学習言語能力と
呼ばれる。いずれも、本来はバイリンガル教育における子どもの言語発達に関連し
て、Cummins が提唱したものである。では、この BICS と CALP という概念はどの
ようにして考え出されたものか。また、この考え方は、大学教育という場における日
本語教育とどのように関わるのかを見ていくことにする。 

まず、BICS と CALP という概念に関して、本林（2000）は、「表面的には流暢に
第二言語を操る子どもたちが、学業の場面においては困難を示す」という現象を説明
するために生まれた言語能力に関する区別であると述べている。また、眞砂（2012）
では、日常会話などの「表面的な流暢さ」と「教育から恩恵を受けるのに必要な学習
言語能力」は区別されなければならないことであるとし、「単純な伝達機能を学習者
が習得したように見えても、教室で認知的・学力的に必要とされる学習言語能力が相
対的に欠けている場合がある」ことから、BICS と CALP との区別の必要性が生まれ
たことを指摘している。 
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留学生に限らず、日本語非母語話者が、特に大きな支障もなく日本語による会話を
成立させる場合、その言語能力の高さを評価するというのは、一般的にあり得ること
である。しかし、日常的な内容を扱う会話と教育現場における学習場面で使われる日
本語を同一視するのは、学習者の日本語力を見誤る危険性がある。以下の図 9 に示
すのは、コンテキストの高低レベルと学習者の感じる認知的負荷の大小によるコミ
ュケーションの違いを四象限で示し、BICS と CALP の違いを表したものである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 図 9 の「高コンテクストコミュニケーション」とは、言語に頼らずに場面や状況
の助け、場合によっては非言語行動（身振り手振りなど）が言語行動の助けとなる場
合を示し、「低コンテクストコミュニケーション」は、反対に場面に依存することが
少ない場合を指す。また、「認知的負担」の大小は、情報処理のレベルが高く、多く
の情報量を処理しなければならない場合、その負担は大きくなり、さまざまな思考力
が要求される。反対に、日常的、慣習的な対応ですむ場合は、情報量も少なく、複雑
な思考を必要としなければ、その負担も小さくなる。 

このように、BICS と CALP とでは、場面・状況依存的にも、知的負荷の観点から
も、言語活動におおきな違いがあることがわかる。生活言語能力が高い一方で学習言
語能力が低い場合でも、日常会話ができることで日本語ができると誤解されやすい
（中西 2016）という傾向は、ことばの運用面で問題が生じて学部専門教育に順応
できない留学生がいても、日常会話レベルの日本語力によってそれが見過ごされて
しまうという点も危惧される。この段階で、学部留学生を如何に学部専門教育に適応

図 9 BICS と CALP の位置づけ（迫田 2002 132 より転載） 
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させるかは、日本語教育担当者にのみ任せられるものではなく、学部教育全体で対応
すべき問題であることがわかる。母語話者とは、学習者のレディネスが異なる以上、
組織的対応のなかで、特に留学生日本語のあり方を検討していく必要があると考え
る。 
 先にも述べたが、この BICS と CALP という概念は、第二言語環境にある年少者
に対するバイリンガル教育を考える上で提唱されたものである。しかし、言語能力に
は認知的に二通りの能力があるというこの捉え方は、大学という場で学ぶ留学生に
とっても有用である。齋藤・池田（2016）では、「大学で講義を聞いたり資料を読ん
だりレポートを書いたりする活動には、CALP が必要である」とした上で、母語話者
の CALP が中等教育段階で育つのと異なり、大学入学時点では日本語力が BICS の
レベルにとどまっている多くの留学生は、入学後に CALP を獲得しなければならな
いとしている。日本人学生や大学教職員との日常会話である程度のコミュニケーシ
ョンがとれていたとしても、そのまま大学における学習・研究活動に適応できるかど
うかは未知数である。この点からも、日本語科目の充実も視野に入れつつ、CALP 形
成の学習支援のシステムを構築しなければならない。 
 

4-2. アカデミック・ジャパニーズの優位性 
 
 学部留学生が大学での学びで求められる日本語力は、前項で指摘したとおり CALP、
すなわち学習言語能力である。ここで言及するアカデミック・ジャパニーズ
（Academic Japanese;以下 AJ）は、この大学教育を享受するにあたって求められる
日本語力として位置づけられる。 
 AJ が、そのことばの本義とは別に、日本語教育の世界で注目されたのは、2002 年
から導入された「日本留学試験」のシラバスに取り上げられてからである。その後、
その規定のあり方を含め、AJ とは何かがさまざまに議論されてきている。そうした
議論の中で、その後の AJ 研究を牽引してきた門倉（2006）は、AJ を「教養教育」と
位置づけ、次のように整理している。 
 

    AJ とは、「大学での勉学に対応できる日本語力」をさしている。「大学での勉学」
の根幹は、「学び方を学ぶ」ことにある。「学び方を学ぶ」ことは、初年次教育
において最も有効だが、大学教育全体を通じての〈教養教育〉の中心的課題で
ある。（9） 

 
  これに先だって、門倉（2006）は大学における専門教育にも言及し、次のように述

べている。 
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     専門教育においても、「専門知識の習得」というプロセスにおいて、専門領域

の「学び方を学ぶ」教育こそが学生にとって有意義な教育となるだろう。（7） 
 

 これは、学部留学生のみならず日本人学生にとっても示唆的である。 
 AJ ということばから、一般論として、大学での学びにおいては専門教育で使われ
る学術的語彙の習得や専門知識の理解が求められると考えられがちだが、その必要
性は否定しないものの、何よりも日本語という言語で「学び方を学ぶ」ことの方が、
留学生にとっての大学での学びに寄与するところが大きいというのは十分に傾聴す
べき点である。 
 さて、留学生にとって大学での学びに有効な手立てとなることが期待される AJ で
あるが、それをどのように日本語教育さらには学部教育において運用するかが問わ
れなければならない。この点について、堀井（2006;69）では、それまでの日本語教
育において注目されてこなかった「何のために言葉を使うのか、何のために大学で学
ぶのか」という視点から、「日本語を使っていかに問題を発見するか、いかにその問
題を考えていくか、そして、いかに自分が考えたことを伝えていくかを中心に据える
トレーニングを意識的に授業の中に織り込んでいくことが大切ではないか」と考え
ている。さらに、問題の発見とその解決のプロセスを進めるための「スタディ・スキ
ル」を積極的に取り入れることの必要性にも言及している。 
 このような「問題発見・課題解決のプロセス」とそれを支える「スタディ・スキル」
をどのように大学教育の枠組みとして留学生教育に取り入れていくかが課題となる
が、藤森ほか（2011）では、鈴木ほか（2010）の「アカデミックな日本語運用力を
高めるたには、AJ①〈言語知識＋言語技能〉という能力と AJ②〈問題発見・分析的
思考力・問題解決能力〉といった能力の両者が必要である」という指摘に言及し、図
10 を引用して、日本語習熟度の違いに応じて「AJ①」「AJ②」の扱う割合の違いを示
している。その上で、「AJ 能力の養成はタスク型活動・内容中心のシラバスによると
ころが大きいことも特徴である」と指摘している。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 10 アカデミック・ジャパニーズの２つの視点（藤森 2011 より転載） 
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 このように、大学学部教育で求められる日本語力を考えると、文法や語彙、音声と
いった日本語の言語要素の習得を目指すだけでは、学習者の CALP の伸びは望めず、
本来の目的である大学教育に対する適応にも支障を来すことになる。繰り返すこと
になるが、日本語を教えることを基軸に展開する日本語教育部門では、学習レベルに
合わせた「AJ①」「AJ②」の具体的なカリキュラム開発が求められるとともに、専門
科目の教育を基軸とする学部教育部門においても、それを支援する教学的対応と専
門科目におけるカリキュラムの検討が必要である。 
 さらに、学部留学生にとっては、学部専門教育の理解と併せて卒業後の進路も視野
に入れた日本語力の育成も課題になる。いわゆるビジネス・ジャパニーズ（以下、BJ）
を大学の留学生教育の中にどのように組み入れるか、これは、留学生にとっても重要
な関心事となる点であろう。この点については、1-2 においてもキャリア支援教育と
の関わりから言及したが、AJ の習得と BJ の学習とが乖離していては、留学生の負担
は大きくなるばかりである。 

橋本（2011）は、大学における AJ とビジネス場面（特に、相談場面）において必
要とされるスキルを比較した上で、「ビジネス場面で必要な言語的な要素やスキルは、
アカデミック・ジャパニーズと共通した部分が多いと言える。」と述べている。「言語
的要素やスキル」が、具体的にどのような内容か、また BJ の領域をどのように考え
るかにもよるが、AJ と BJ とで基本的に共通する点は、基本的には、さまざまな対人
コミュニケーション場面で適切な言語運用ができるかどうかにかかっているように
思われる。大学での学習において使われる AJ は、単に大学という場だけで通用する
というものではなく、社会生活においても運用可能であるべきだが、一方で、それを
コミュケーション能力と併せてどのように育てていくかが問われることになる。こ
の点については、大学での教育場面においても求められる日本語使用の「適切さ」と
も関係すると考えている。これは日本語教育における語用論的な指導の必要性とも
慣例する課題であり、次章にて述べることにする。 
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5. 大学教育において求められる日本語教育の考え方-ひとつの方法論として- 
 

この章では、特に大学における日本語教育で、今後取り入れていくべき教育のあり
方について、二つの考え方を取り上げる。一つは、近年注目されている CLIL（Content 
and Language Integrated Learning）であり、もう一つは、語用論的指導である。そ
れぞれの教育観を通して、日本語教育においてそれぞれが目指すものが何かを整理
する。 

前者を取り上げる理由は、それが、留学生にとって「日本語で学び」ながら「日本
語を学ぶ」ことで、先に取り上げた AJ が目指す「問題発見・課題解決のプロセス」
とそれを支える日本語力をも含む「スタディ・スキル」の習得に寄与するところが大
きいと考えられるからである。 

後者については、学部留学生の学習生活において、CALP の習得に加えて認知的
な負荷のかかる対人コミュニケーションにおける言語能力も欠かせない要素となる
からである。前章で、学部留学生にとって、さまざまな教育機会を通じて CALP（学
習言語能力）を獲得することが重要であるという点に言及したが、小川（2011）は、
学部留学生の日本語コミュニケーション能力と専門分野での学習スキルに関する調
査を行った上で、このコミュケーション能力と学習スキルとは「強い相乗関係を持
ち、お互いに影響し合っている」ことを検証している。つまり、学部留学生にとって
CALP の獲得にあたっては、人間関係構築のための日本語による対人コミュニケー
ション能力についても十分に考慮されなければならないのである。その意味で、コミ
ュケーション・スキルと言語学的知識を獲得する上で、語用論の考え方を日本語指導
に取り込むことは、教育的効果から考えても有用であると考えられるのである。さら
に、大学での学習において育成すべき AJ が学部専門科目の理解にとどまらず、社会
生活を視野に入れた能力と位置づけられるとすれば、大学での教育場面における日
本語力に求められる「自然な日本語」の育成として、大学の日本語教育における語用
論的指導により、対人コミュニケーション能力の育成に関わると考えられる。 

以下、この二つの考え方の基本的捉え方と、その目指すところについて述べてい
く。 

 

5-1. CLIL が目指すもの 
 
  CLIL（Content and Language Integrated Learning）とは、日本語では「内容言語
統合型学習」と訳される。ある特定の内容（教科）を、目標言語で学ぶことにより、
内容と言語を統合させるという方法である。90 年代から、ヨーロッパを中心に広ま
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り、近年、国内でも統合型教育アプローチとして注目されているが、実践報告など、
先行論文が少ないため、ここでは『日本語教師のための CLIL 入門』（小林ほか 2018）
を参考に、全体像を概説する。 
 
5-1-1 CLIL における「４C」 
 
 CLIL の特徴は、Content（内容）、Communication（言語）、Cognition（思考）、 
Community / Culture（協学・文化）という「4C」の概念に沿って学習を設計する点
であり、従来の様々な教育理論や方法を統合している。以下に、それぞの「C」につ
いて説明を加える。 
  
 ①Content（内容） 
 Content は、教科のテーマやトピックである。CLIL では、トピックを宣言的知識
（わかる知識）と手続き的知識（できる知識）に分けて考え、意味のある文脈やコー
ス全体の流れの中で、教科学習をさせるものである。その際、言語学習を単体では行
わない。 
 
 ②Communication（言語知識・言語使用） 
 Communication とは、目標言語をコミュニケーションのツールとして使用するこ
とである。例えば、英語学習をするのではなく、数学の学習をする際に、クラスメー
トや教師とのやりとり、レポート作成などを英語で行うということである。その際、
語彙や文法を合わせて学習する。言語学習と言語使用の双方を組み合わせることに
より、内容理解と思考の深化を目指す。 
 
 ③Cognition（思考） 
 Cognition では、学習者は、暗記などに代表される LOTS（Lower Order Thinking 
Skills）と呼ばれる低次な思考から、分析や創造といった HOTS（Higher Order 
Thinking Skills）と呼ばれる高次な思考に発展すると考えられている。そのため、
LOTS と HOTS の双方をつなげた授業展開が求められる。 
 
 ④Community / Culture（協学・異文化理解） 
 CLIL の授業ではペアワークやグループワークなどの協働学習を取り入れる。多様
な文化との接触や意見交換が視野を広げると考えられている。Culture（異文化理解）
には広義の意味と狭義の意味がある。前者は異なる地域や文化であり、後者は個人間
の違いを指している。多様なグループメンバーとの経験や意見の交流によって養わ
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れる相互理解が、内容についての思考力を高め、使えるツールとして「言語力」も高
めると捉えている。 
 

5-1-2. CLIL による「わかる」から「できる」へ 
 

 日本語教育といった場合、まず、日本語知識のインプットと想像しがちであるが、
「ビジネス日本語教育」や「看護、介護の日本語教育」のように、実践的な日本語使
用領域においては、既に、CLIL と同じような日本語学習が行われている。学習者は
「できる」ことと「わかる」ことを相互補完しながら、短期間に必要な日本語スキル
を身につけるのである。 
 ２章で、大学と日本語学校の日本語教育について触れたが、大学における日本語教
育は言語学習の側面よりも内容学習の側面が強い。このことから、CLIL の視点をと
り入れ、日本語教育や学部専門教育を再構築することにより、留学生の学びの質が向
上し、講義理解が深まるものと思われる。 

  

5-2. 語用論的教育が目指すもの 
 

 ここでは、日本語教育に語用論的指導が必要とされる理由について述べることに
するが、その前に、ここで問題とする語用論について整理しておきたい。 
 まず、語用論という領域は、端的に言えば、「言語コミュニケーションにおける文
脈と意味との関係」を研究対象とする言語学の一分野である。具体的には、あるコミ
ュニーション場面において、話し手が伝えようとする意味と聞き手が解釈する意味
とのずれを考えて、どのようにコミュニケーションが成り立っていくかを考えるも
のであるといってよいだろう。コミュニケーションは言葉を使って行うものである
が、発話された言葉そのものの意味よりも言葉にならない言葉の方がより重要であ
る場合が多い。言葉はそれをきっかけとして、「推論によって相手の意図を探り合う
のが人間のコミュニケーションの特徴」（松井 2007）でもある。この「推論」は、
話し手の発話、すなわちコミュニケーションの目的を正確に捉えるための必要不可
欠の要素（清水 2009 ;91）であり、この時に、日本語学習者に求められるのが、理解
のための語用論的知識ということになる。 
 次に、この語用論が日本語教育において果たす役割を考える上で、最も重要な観点
は発話における「適切さ」である。清水（2018）は、これまでに日本語教育において
「コミュケーション能力の獲得」の育成の観点から行われてきている教育実践の枠
組みとして、コミュニカティブ・アプローチ、OPI、JF スタンダードの Can-do につ
いて検討し、そこには言語コミュニケーションにおける「適切さ」の側面が軽視され
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ている点を指摘している。この「適切さ」が対人コミュニケーションにおいて重要な
意味をもつのは、学習者の発話が言語構造的に正しいものであっても、その発話の意
図が本来の目的を達成できない場合である。この点について、清水（2018）では、次
のように整理している。 

 
   「言語形式的に正しい文」の中から自分の発話意図を的確に伝えられるものを選

んで、会話の場面や相手との関係にふさわしい話し方で話すことです。これが「適
切さ」です。（22） 

 
 このコミュニケーションにおける「適切さ」は、言語構造の知識、すなわち、発音、
語彙、文法などの知識と言語運用の知識、すなわち「いつ」「どこで」「何を」「誰に
対して」「どのように」話すかという知識によって成り立っている。このうち「運用
の知識」が、ここで取り上げる語用論的知識ということになる。さらに、語用論的知
識は「機能的知識」と「社会言語学的知識」の二つの側面を持つ。清水（2018）は、
英語の“Can you～?”という疑問文を取り上げ、英語母語話者のこの疑問文に関する
「機能的知識」と「社会言語学的知識」の違いを説明している。要するに、“Can you
～?”という疑問文が、英語母語話者にとっては、何らかの能力の有無を問う「質問」
の機能ではなく、慣習的に「依頼」を表す機能を有しているという知識を持っている
こと、さらに、この疑問文が「依頼」を表すことを知っていても、自分の先生に推薦
状を頼むという場合には不適切な表現になるということを知っていること、この二
つの知識があって初めて、「適切な」言語使用が可能になるというのである。（28-29）
ここで、コミュニケーション行動における「適切さ」に関わる、この「機能的知識」
と「社会言語学的知識」を以下のように整理しておきたい。 

 
機能的知識：言語形式と伝達意図との対応関係に関する知識 

「発話・文」と「コミュニケーション上の目的」との関係に関する
知識。 

          ある言語形式が、どのような発話意図（たとえば、依頼・質問・
誘い・断り、など）を実現するかを知り、その意図を遂行できる知
識。 

 
社会言語学的知識：発話と発話の社会的・状況的文脈との対応関係に関する知識 

特定の状況において、適切な発話を産出したり、その発話
の意図を解釈したりすることを可能とする知識。 

             ある言語形式が、ある状況や文脈で適切か・不適切かを判
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断できる知識。特にポライトネスに関する知識は、「発話の社
会的・状況的文脈」が発話行為を行う場合に必要な相手に対
する配慮として影響する。 

 
ここで特に取り上げて置くべき問題は、後者の知識が関わるコミュニケーション

における聞き手への配慮の問題である。特に日本語のコミュニケーションにおいて
は、言語形式の一つである敬語の使用とその複雑さが留学生のみならず日本人学生
にとっても社会生活上の課題であることがわかっている。（早野 2017）ただ、日本
語のポライトネスを考える場合、それが敬語使用の問題として語られるのは早計で、
いかにコミュニケーションの相手に不快な思いをさせずに発話の目的を達成できる
か、そのためにはどのような語用論的指導が求められるのかが問われなければなら
ない。 
 清水（2018）は、日本語教育における語用論的指導のために留意すべき点として
五つのポイントを挙げ、その一つとして「意図の伝達と相手への配慮のバランスを意
識させる」（92-95）ことの必要性を説いている。つまり、「意図の伝達」は「機能的
知識」の領域の問題であり、「相手への配慮」は「社会言語学的知識」の領域の問題
である点から、「機能的知識」を増やす一方で、それが使われる状況や文脈に則した
使用上の知識を得られるような指導が求められることになる。 
 語用論的知識の欠如は、特に日本語上級者の場合に問題となることが多い。という
のも、コミュニケーションの相手が日本語母語話者である場合、学習者の日本語に対
する注目は、その日本語の構造に向きやすい。日本語が拙ければ、その場に相応しい
言語形式が習得されていないという点で問題にならないことも、上級話者の場合は、
言語運用力が高ければ高いほど、状況や文脈に則した使用が行われない場合、発話行
為が相手の不快感につながり、学習者自身の不利益になる場合もある。このような点
を、清水（2018）では「語用論的失敗」といっている。この「語用論的失敗」は、社
会生活においてのみ現れる問題ではなかろう。大学における専門教育の学習に求め
られる CALP の必要性と併せて、大学生として必要な日本語力の育成の一環として、
語用論的指導が必要となるのである。 
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６. 他大学における日本語教育の実際と課題 
 
  今回、本調査研究を行うにあたっては、今後の本学における日本語教育体制ならび

に留学生支援についての参考とすべく、国内数カ所の留学生に対する日本語教育にお
いて先進的な大学を訪問し、聞き取り調査をさせていただいた。幸いなことに、個々
の大学では、実に丁寧に、それぞれの日本語教育体制と留学生支援に関する取り組み
ついてお話を伺う機会を得た。 

今回訪問した大学では、すべての大学が、本学が今後考えるべき教育的課題と同じ
課題を有しているわけではなかったものの、日本語教育に関する考え方、教育場面と
支援場面との関わり、そして何よりも日本語教育体制と学部教育との関係などについ
て、実にさまざまな意見をいただいた。これまでに述べてきた章のひとつひとつの話
題は、この調査訪問を通して得た知見をもとに構成されているところが多い。 

  さて、ここでは、他大学の日本語教育の実際を調査し、本学の今後の教育体制を検
討するにあたって、ここでは以下に挙げる３大学を取り上げる。それは、とりもなお
さず本学における学習者主体の日本語教育体制構築のために示唆的であることが理
由である。留学生数、コースデザインはもとより、なによりも留学生支援のための特
別な取り組みが個々になされていることが大きい。今後の検討すべき内容である。な
お、内容等を考慮して、具体的な大学名は伏せて記載する。 

 

 6-1.  A 大学の場合 
 
 （１）留学生数                    ＊数字はいずれも調査時点 

・202 名（1 年生 32 名） 
・中国（主に 3 年制の大学）からの 3 年次編入学者がいるため、3 年次から人数が 

多くなる。 
  （２）クラス編成及び科目 

・入学時のオリエンテーションで、プレースメントテストを実施する。 
・テストはオリジナルの問題を用いる。  
・留学生は日本語 4 単位必修である。 
・専門科目の担当教員は留学生の状況（日本語能力など）を理解し対応している。 
・専門科目は日本人学生向けの内容となっており、留学生も同内容を受講する。 
・日本語科目は国際観光学科の「学科共通科目」である。 
・一部の学科科目にのみ、「コース科目」として「日本語会話」という科目を設置 

している。当該科目は演習科目で、日本語のレベルは問わない。 
 （３）特別な取り組み 
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・プレースメントテストで「専門科目に対応できない」と判断された学生は別カリ 
キュラムで、日本語科目だけを集中的に履修する。 

・日本語での専門科目の履修が困難な留学生に対して、母国語教員による補習授業
の機会を設けている。（週 1 回）補習では、復習や課題消化の指導を行う。 

・初年度に専門科目の単位が取れなかった場合、次年度に再履修する。「授業がわ
からない」「不可」「再履修」といった苦い経験が、大学での学びにつながること
も多い。 

（４）その他 
・留学生の半数は卒業後に帰国し、半数は日本で就職または進学する。 

 

6-2. B 大学の場合 
 

（１）留学生数 
・498 名（1 年生 100 名程度） 
・3 年次転入による留学生が多い。 

（２）クラス編成及び科目 
・J-CAT を用いてプレースメントテストを実施している。 
・1 年生の日本語能力は J-CAT の点数で把握する。2・3 年生も、年 1 回、J-CAT

を受験する。 
・1 年生対象の科目は以下のとおりである。 

日本語中級 A・B（総合日本語）日本語応用 A・B（口頭・文章表現） 
日本語応用 C・D（漢字語彙・文章表現）：非漢字圏留学生対象クラス 
大学基礎論Ⅰ・Ⅱ：留学生クラス設置、同時に基礎学力クラスも履修必要 

・2 年生対象の科目は以下のとおりである。 
日本語上級 A・B（総合日本語）、日本語上級 C・D（日本語能力試験対策） 
プロゼミⅠ・Ⅱ：留学生クラスあり 

・3 年生以上の科目は以下のとおりである。 
ビジネス日本語 A・B：就活用クラス、BJT 対策クラス 
専門日本語 A・B：漢字圏留学生クラス、非漢字圏留学生クラス 

・その他、以下の留学生科目を設置している。 
留学生対象就職活動セミナー、大学院進学特別講座 

・留学生は、専門科目の日本語を理解することを目的に、「大学基礎論」と「基礎 
学力クラス」をあわせて履修する。（１科目として単位認定） 

（３）特別な取り組み 
・留学生の孤立化を防ぎ、全学で情報共有をするため、事務手続き等におけるワン
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ストップ制度を廃止している。定例会を開き、学生の情報交換をしている。 
・日本人学生から「留学生サポーター」を募り、各種イベントの手伝いや別科の授

業におけるサポートなどを実施している。 
・非漢字圏留学生については、「日本語 C・D」（主に漢字・語彙・文章）が必修科

目に追加された。 
・交換留学生クラスは 1・2 時間目連続講義で、1 時間目は下のレベルの学生に合

わせた授業を行い、上のレベルの学生は復習やドリルを行う。2 時間目は交替す
る。 

・成績評価については、クラス間のレベル差を鑑み、傾斜配点を用いている。 
・日本語科目の履修指導を行い、３年次以降も日本語科目を履修できるよう配慮し

ている。 
（４）その他 

・新規入学生（1 年生）は、主に別科または日本語学校からの入学者が多い。 
 

6-3. C 大学の場合 
 

（１）留学生数 
・395 名（１年生 48 名） 
・近年、留学生数は減っている。 

（２）クラス編成と科目 
・日本語学習歴と日本語力を総合的に判断する 
・日本語Ⅰ～Ⅳを前期、Ⅴ～Ⅷを後期に履修する。（必修） 

単位取得できなかった場合は、次年度に再履修する。前期に単位未取得でも、後
期を履修できる 

・日本語Ⅸ～Ⅹ（一部学科、２年次必修） 
・授業は全てオリジナル教材を使用している 
・留学生関連科目として以下を開講している。 

    ゼミナール（１年次必修） 
    日本史Ⅰ・Ⅱ（選択） 
    地域言語(一部学科・２年次選択) 
     日本語論文作成演習（３・４年次選択） 
      その他、一部学科において初年次必須専門科目を指定している。 

（３）特別な取り組み 
・以前は専門科目とのペア科目（専門科目に対応する日本語）という講義があった

が現在はない。 
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・オリエンテーションを充実し、出席管理や各種調査を行なっている。 
頻繁に学生を呼び出し（犯罪防止、奨学金の説明など）、会う回数を増やすこと

によって、学生の様子を把握したり、サポートしたりする。頻繁に呼び出すこと
によって、学生が緊張感を保っている。 

・事務局と教員の連携体制を構築に努めている。      
・各科目の授業理解度確認調査を実施している。（学生・教員） 

学生の理解度、専門教員の授業スタイル（話し方・板書）、反転授業の導入、 
ふりがな有無（PPT）、授業受講時の座席位置など。 

・留学生支援部署教員(教授会)との連携を図り、関係法令の改正など情報の共有を
図っている。  

・入試担当部署及び教授会との連携(留学生支援担当部署)を図っている  
・出願時において学生のレディネス及びニーズ調査を徹底している。 

    入学前の経歴(学歴)、日本語教育機関の出席率(９割以上）、日本語学習歴に対
する日本語力の伸び、将来計画、今まで使用した教材の確認、出入国状況など。 

・新規入学生は、日本語学校からの入学者が多いので、在校生を通じて、出身日本
語学校の日本語教育関係、支援体制、各校の日本語到達レベルなどを確認してい
る。 

 

6-4. 他大学の取り組みと示唆 
 
  この章では、本調査研究の目的に沿って、日本語教育で先進的な取り組みを行って

いる他大学の調査を行い、中でも本学にとって示唆的な取り組みを行っている３大学
の状況とそこから得られる課題を取り上げた。 

  改めて、全体的なまとめでも述べることになるが、今後の日本語教育の体制を検討
するにあたって必要なことは、留学生の多様性に対する考え方、対応の仕方を検討し
なければならないということである。現在日本の大学で学ぶ留学生、特に学部留学生
は、大学入学時点における学習目的、学習環境、これまでに培ってきた日本語力、大
学卒業後の進路に対する考え方など、ひと時代前との状況とは異なり、実に多様化し
ている。そうした多様化した留学生に対しては、従来の大学側、教師側から一方向的
に提示されたカリキュラムやシラバスではなく、学習者のニーズやレディネスを十分
に考慮したさまざまな対応が求められる。これは、ここに取り上げた３大学はもちろ
ん、先進的な留学生対応を行っている大学でも、試行錯誤を繰り返してたどり着いた
留学生支援の対応であることがわかった。 

  今後の日本語教育も含めた留学生教育支援の体制構築のためには、今回の調査で示
唆された事柄をさらに検討していく必要がある。 
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７. まとめ 
 
 本研究では、多様化する留学生が大学で主体的に学ぶために大学は何ができるのかを
検討するため、現状の課題を分析した。大学および学部と日本語教育部門が一体となっ
て留学生教育支援を進めるために、日本語教育のコースデザインとそれに関わる学習者
を主体とする調査・分析の必要性、今後、大学教育における日本語教育で必要となる学
習言語獲得理論、日本語教育に関する捉え方の基準などについて整理し、併せて、他学
の先進事例を調査した。 
 その結果、ともすると分離して考えがちである留学生と留学生に対する日本語教育、
日本語教育と学部教育について、大学組織全体の課題として捉えることが必要であるこ
とが明らかになった。これは、本学における学習者主体を目指す日本語教育支援体制構
築のための第一歩になるのではないかと考えている。 

先に紹介した先進大学においては、留学生担当部署、入試担当部署、教授会等との連
携や、留学生の孤立化を防ぐため、大学一丸となって留学生を支援するという工夫も見
られた。また、専門科目と専門科目を理解するための日本語のペア科目の設置や、専門
科目の単位付与を安易に行わないなど、留学生の主体的な学びを促進させる取り組みも
見られた。本学においても、このような支援体制やカリキュラムの検討が必要であろう。 
 さらに、プレースメントテストといった診断的評価だけではなく、入学時点での留学
生の既習言語能力や、所属する学科での学習目的・将来計画を正しく把握することも重
要であることが明らかになった。レディネス・ニーズ調査で得られた学習者情報に基づ
き、学部教育と連携した日本語教育のデザインを構築することや日本語習得状況の段階
的な状況把握のための形成的評価の導入など、ひとつひとつ本学の状況に合わせた取り
組みを行っていく必要もある。 

本調査研究を通して、実に多くの課題が明らかになってきたが、これを具体的に進め
るには、やはり大学全体で留学生教育支援を考えることに尽きる。それが留学生の主体
的な学びと成果につながると考えられるのである。 
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